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１．地域に係る状況・背景 

（１）地域の公共交通をとりまく状況  

① 公共交通利用転換事業を実施する地域の位置・地勢  

 

湘南大庭地区は、相模野台地、高座丘陵の南端に属したゆるやかな起伏に富む丘陵地で、東境

には引地川に沿って水田地帯が広がり、西境には茅ヶ崎市の緑と隣接する自然の豊かな場所です。

また、大庭城址をはじめ歴史的文化財が点在しています。 

昭和４０年代、急激な人口増加に伴う無秩序な市街化を防ぐため、すぐれた緑地資源と変化に

富む自然条件を生かした緑豊かな住宅地の開発を、また農業環境の保全･整備を目的として｢都市

と農業の調和するまち湘南ライフタウン｣の総合的まちづくりを行いました。住宅地においては、

豊富な緑地資源を活かし、オープンなコミュニティづくりをめざして中央けやき通り沿いに商業

施設を、中心部に中高層系住宅を、外側に向かって低層系住宅を配置しています。集約化された

農地は徐々に開発され、住宅地と混在しています。 

公園・緑は、大庭城址公園をはじめとする都市公園が計画的に配置され、街の所々にある歩行

者専用道路には街路樹が充実し、緑豊かな居住環境が形成されています。 

道路は、生活道路に通過交通が入らない等機能別に配置されています。辻堂駅、湘南台駅、藤

沢駅等に連絡するバス網が中央けやき通りを中心に形成されています。 

人口構成の特徴は昭和５０～６０年の間に住み始めた人々とその子供の世代が多いことであ

り、今後、急速に高齢化を迎えることが予想されます。 

 

② 地域の状況（人口、産業、生活環境など）  

 

【人口の状況】湘南大庭地区 
種  別 人口（市全域に対する割合） ※参考（市全域） 

人 口（Ｈ22） 31,638 人（7.7％） 409,657 人 
 65 歳以上人口（Ｈ22） 6,225 人（7.7％）  81,310 人 
従業人口（Ｈ18） 3,434 人（2.1％） 159,892 人 
高 齢 化 率 19.7％ 19.8％ 

【資料：国勢調査(H22)、住民基本台帳（H22.10）、H18 事業所・企業統計調査】 

 

【人口の状況】六会日大前駅地区 
種  別 人口（市全域に対する割合） ※参考（市全域） 

人 口（Ｈ22） 34,459 人（8.4％） 409,657 人 
 65 歳以上人口（Ｈ22） 5,856 人（7.2％）  81,310 人 
従業人口（Ｈ18） 12,207 人（7.6％） 159,892 人 
高 齢 化 率 17.0％ 19.8％ 

【資料：国勢調査(H22)、住民基本台帳（H22.10）、H18 事業所・企業統計調査】 
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③ 地域における交通の状況（主たる交通の担い手の状況・推移、通勤通学の状況、運転免許

保有者数、交通によって生じている環境問題など） 

 

【交通の状況】 

・地域の代表交通手段構成は、地域内に鉄道駅がないことから、自動車、バス利用の割合が藤沢市

の平均よりも高い一方で、鉄道、自転車の利用が低くなっています。 

・地域のバス網は、辻堂駅、湘南台へのバス路線の運行本数が多く藤沢市内で最も充実している路

線となっています。その他のバス路線としては、藤沢駅、善行駅、慶応大学、茅ヶ崎市にある文

教大学などを連絡するバス路線も運行しています。 

・鉄道駅までの交通手段構成は、辻堂駅、湘南台駅などの最寄り駅が離れていることから、バス利

用の割合が大半を占めている状況となっています。また、鉄道を利用する人の多くは、辻堂駅、

湘南台駅を利用している状況となっています。 

・都市計画道路の整備状況は、土地区画整理事業などによる総合的なまちづくりにより都市基盤整

備が行われたことから、整備が完了しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 代表交通手段構成 

【資料：東京都市圏パーソントリップ調査（H20）】 
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【人口分布と最寄り駅まで 15 分圏域】 

 

・湘南大庭地区では、人口が集中しているものの鉄道駅から離れていることから、最寄り駅まで

15分圏内は、辻堂駅遠藤線（けやき通り）沿道部のみであり、それ以外のエリアが 15分圏域か

ら外れるエリアとなっています。 
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【人口分布と公共交通サービス圏域】 

 

・湘南大庭地区においては、辻堂駅遠藤線（けやき通り）を中心にバス路線が充実していることか

ら、地区の大部分が公共交通サービス圏域内（バス停から 300m 圏内）となっていますが、人口

が集中していても幹線道路から離れるエリアにおいては、サービス圏域から外れるエリアとなっ

ています。 
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（２）公共交通利用転換事業を実施する地域の公共交通等の現状と課題等 

検討の中心となる湘南大庭地区は、多くのバスが運行するエリアとなっておりますが、今後、

市内で最も早く高齢化の進む地域と想定されるなか、今後の通勤・通学のバス利用の減少が懸念

されることから、バス交通の効率的な運用により地域の一体的な公共交通等の利用環境の改善を

進める必要があるものとして、取り組みを進めたものです。 

１）交通環境の改善にむけた課題整理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         図-1 最寄駅まで 15 分圏エリア 
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図-2 効率的な運用のイメージ図 

・バス便は多くあるが、ど

のバスに乗っても所要

時間はかわらない。 

政策的課題 

①  最寄駅まで１５分で到達できない地域は、御所見・遠

藤地区のほか、湘南ライフタウンの一部及び石川山田周

辺にもあり、バス交通の運行改善により、駅１５分圏の

拡大を図ることが重要です。（図-1 参照） 

②  通勤・通学時間帯は、辻堂駅への輸送のため辻堂駅遠

藤線にバス交通が過度に集中する一方、周辺地域では公

共交通が確保されないことから、自家用車の利用割合が

高いエリアとなっています。このため、幹線での輸送力

およびサービス水準の維持を図る中量輸送システム（Ｂ

ＲＴ）を導入することで、幹線から遠い周辺地域での公

共交通の確保を一体的に進め、自家用車の利用を減らす

環境および高齢者に配慮した施策が実現可能となりま

す。（図-2 参照） 

③  茅ヶ崎市、寒川町との公共交通の広域連携を進めるた

めには、茅ヶ崎市、寒川町方面から湘南ライフタウンを

経由して、湘南台駅、辻堂駅に向かう路線の整備、拡充

が重要です。 

現 状 将 来幹線のバスの利便性は高いが、その他

の地域は自家用車の利用が多い 
利便性の維持、公共交通のエリア

拡大⇒自家用車の利用を抑制 

・バスが運行していないエ

リアは自家用車やタク

シーに依存… 
・通勤・通学、買い物など

で使い分け 

・速度改善等で効率的運行 

・駅 15 分圏の拡大のため新

たな運行エリア！ 

急行バス 

各停バス 
どれに乗っても同じ 

通勤・通学など 

地域内移動など 

効率化で発生した

輸送力の活用

徒歩15分圏
バス15分圏
自転車15分圏

市街化区域

バス路線
バス停

鉄道路線
鉄道駅

検討範囲 
湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝ周辺

湘南台駅

辻堂駅 
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２）交通環境の改善にむけたワークショップ  

・平成２５年度から中短期的な交通の課題解決のため、「公共交通バス（湘南ライフタウン周

辺）に関するワークショップ」を４回実施しました。 

・ワークショップ参加者は、高齢者が中心でしたが、通勤・通学等の需要把握のため、別途実

施したアンケートや、乗降者のデータ等を用いて、年齢層の補完を行いながら実施しました。 

・ワークショップ結果の取りまとめは、参加者から得られた結果をバス事業者と調整し、複数

の施策の整合を図りながら整理しました。 

① 地域の公共交通機関等の利用状況（既存の鉄道、バス、自転車、自動車共同利用） 

② 地域の公共交通機関等が抱える課題 

現在の地域課題 

①  亀井野二本松線沿線で湘南台方面に向かう路線では、定員を超える利用があり、バスに乗

りきれない状態が発生し、バスを増やすなどの運行について改善が求められています。 

②  近傍の藤沢厚木線沿線は、地形の高低差、バス路線の運行状況から、湘南ライフタウンで

活動するためには、公共交通が利用しづらい状況です。需要を鑑みて、地域に適した交通シ

ステムの導入が必要と考えられます。 

③  湘南台方面の需要が増加しており、需要への対応した路線の拡充が必要となりますが、現

在、既に湘南台駅西口がバスで混雑するため、混雑解消対策を実施することが必要です。 

④  土休日の荒天時を中心に辻堂駅周辺の混雑が発生しているため、湘南大庭地区から辻堂駅

周辺へのアクセスの改善が求められています。 

将来（10 年以内）の地域課題 

①  湘南大庭地区は、最も早く高齢化が進む地域と想定されており、辻堂駅遠藤線から距離のあ

る地域に地域交通の導入を進めることが必要と考えられます。 
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③ 地域の公共交通機関等の促進のために行われた既存の施策等 

ⅰ事業実施までの取組み経過  

平成２４年度、２５年度に実施した各種検討や交通環境の改善に向けたワークショップを踏ま

え、平成２６年度、改善計画の立案、地域への説明会等を行い、平成２７年度以降、改善を実施

する予定です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７ 

年度以降 

 

平成２６ 

年度 

・事業者から提供され

る公共交通データ

の分析 

・公共交通課題把握に

向けた現地調査 

・データを補完する地

域へのアンケート 

・自治会、関係団体と

の意見交換 

改善計画の立案 

・計画の地域説明会の実施 

・計画の交通アクションプランへの位置付け 

公共交通改善計画の実施 

 

平成２４ 

～２５ 

年度 

・関係エリアでの公共交

通ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの実施 

人員構成(男性32名 女性14名)

20～30 代:   2 名 

40～50 代：  4 名 

60～70 代： 40 名) 
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２．公共交通への利用転換のための事業計画 

（１）事業計画の実施主体 

  事業計画の策定にあたっては、藤沢市が主体的な役割を果たし、情報提供等補助的な役割とし

て、神奈川中央交通株式会社の支援のもと行う。 

  事業計画に基づく事業の実施は、後述する「（５）事業計画の年次計画」の実施主体により、

行うものとして、藤沢市、神奈川中央交通株式会社の役割分担のもと実施するものとする。 

 

（２）事業計画の目標及び目標年次 

１）事業計画の目標  

   ＢＲＴ化を進めることによって、バスの利用環境を改善し、利用者の増加、マイカー使用の

抑制を進め、CO2 の削減を行う。 

① バスの利用環境の改善目標 

・バスの運行改善に伴う最寄駅までの所要時間短縮に伴う利用者の増加 

・バスの輸送力の拡大に伴う利用者の増加 

・バスの新規路線の導入に伴う利用者の増加 

・サイクル・アンド・バスライド駐輪場の整備に伴う利用者の増加 

② 自家用車利用者抑制に向けた改善目標 

・代表交通手段としての自動車の分担率の低下 

・高齢者の運転に起因する交通事故の抑制 

③ ＣＯ２削減目標  

・バスの速達性の改善に伴う自家用車からの転換 

・バスの輸送力拡大に伴う自家用車からの転換 

・バスの新規路線の導入に伴う自家用車からの転換 

・サイクル・アンド・バスライド実施によるバス停の利用環境の改善に伴う自家用車からバ

ス利用への転換 

・モビリティ・マネジメントの実施による自家用車使用の抑制 

 

２）事業計画の目標年次  

  「公共交通利用転換事業計画」への位置づけについては、平成 29 年度までに完了する予定と

するが、当該地区の施策については、平成 29 年度以降も継続的に実施し、「藤沢市交通アクシ

ョンプラン」に示す事業スケジュールでは、概ね平成 36 年度を完了見込みとしている。 
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（３）事業計画の実施期間 

藤沢市交通マスタープラン(平成 25年度策定)や藤沢市交通アクションプラン(策定中)と整合を

図りながら、第１施策（交通事業者との調整などを行い、次年度以降、具体的に進めていく施策）、

第２施策（地域住民との協議や利用促進活動を行い、中短期的に実現を目指していく施策）、第

３施策（交通事業者や沿道住民との協議、構造検討などを行い、中期的に実現を目指していく施

策）に分類して実施を予定する。 

なお、「公共交通利用転換事業計画」に示すものは第 1 施策に該当するものとする。 

表-1 事業実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組み内容 短期(～H29 頃) (～H32 頃) 中期(～H36 頃)

 

湘南ライフタウン 

周辺地区の取り組み 

 

 

 

第１施策 

第２施策 

第３施策 

   

   

   

   

   

交通マスタープラン（長期） 

交通アクションプラン（中短期） 

概ね 20 年間の施策 

概ね 10 年間の施策 

公共交通利用転換事業計画
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（４）事業計画の下に行う施策、事業 

交通環境は、連節バスの運行、急行運転などの運行効率を向上させる取り組みや、新規路線の

整備などバス需要を伸ばすための施策を複数組み合わせて一体的に実施することで、改善が図ら

れると考えております。 

 

 

 

 

湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝ 

湘南台駅

凡例 

拡充運用等 

新規運用等 

辻堂駅 

（１） 

（２） 

（３） 

（４）

（５）

（６） 

（７） 

（８）

施策のパッケージ 

(６)湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝ～湘南台駅の強化 

 ①慶応大学方面路線を活用 

(７)需要喚起のためのバス路線新設 

 ①寒川町～湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝの路線新設 

(３)地域内交通の充実 

 ①ｻｲｸﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ駐輪場の整備事業 

(２)辻堂駅遠藤線の軸の強化 

 ①連節バス導入 

 （連節バス購入、バスの走行環境整備、 

  停留所新設上屋の設置事業） 

 ②速達性確保のための急行運転 

 ③運行情報の提供（情報提供施設の整備）

 ④乗降方法の改善検討 

(８)湘南台駅西口の混雑解消 

 ①湘南台駅東口の運用改善 

 （湘南台駅東口の駅前広場改修事業） 

(１)湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝのﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ機能強化 

 ①バスターミナルの拡張整備事業 

(４)石川方面のバス路線の新設 

 ①湘南台駅～石川地区～湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝ 

(５)辻堂駅周辺での渋滞によるバス 

の遅れ解消  

 ①混雑解消に向けた検討 

  （バスルートの変更） 

※下線に該当する施策は、施設整備を伴う施策
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（５）事業計画の年次計画 

表 事業実施計画一覧 

 

改善にむけた施策 事業実施主体 
基盤整備 

の有無 
実施時期 

(１)湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝのﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ機能強化 

 ①バスターミナルの拡張整備事業 藤沢市 あり H28～29 年度 

(２)辻堂駅遠藤線の軸の強化 

   

 ①連節バス導入（連節バス購入、 

バスの走行環境整備、新設上屋の設置） 

神奈川中央交通（株） 

藤沢市 
あり H28～29 年度 

② 速達性確保のための急行運転 
神奈川中央交通（株） なし H29 年度 

③運行情報の提供（情報提供施設の整備） 
神奈川中央交通（株） あり H28 年度 

④乗降方法の改善施設整備 
神奈川中央交通（株） あり H29 年度 

(３)地域内交通の充実 

 ①ｻｲｸﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ駐輪場の整備事業 
神奈川中央交通（株） 

藤沢市 
あり H27～H29 年度

(４)石川方面のバス路線の新設 

 ①湘南台駅～石川地区～湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝ 
神奈川中央交通（株） 

藤沢市 
あり H29 年度 

(５)辻堂駅周辺での渋滞によるバスの遅れ解消 

 ①混雑解消に向けた検討 

  （バスルートの変更） 
神奈川中央交通（株） 未定 H27～29 年度 

(６)湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝ～湘南台駅の強化 

 ①慶応大学方面路線を活用 
神奈川中央交通（株） 

藤沢市 
あり H27～29 年度 

(７)需要喚起のためのバス路線新設 

 ①寒川町～湘南ﾗｲﾌﾀｳﾝの路線新設 神奈川中央交通（株） なし H29 年度 

(８)湘南台駅西口の混雑解消 

 ①湘南台駅東口の運用改善 

 （湘南台駅東口の駅前広場改修事業） 
藤沢市 あり 

H28～29 年度 
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３．事業計画二酸化炭素排出削減の効果と目標  

（１）事業実施による二酸化炭素排出削減の効果 

事業実施による二酸化炭素排出削減の効果は、公共交通の利用環境を改善することによって、

得られる効果としており、次のような公共交通の利用拡大を見込んでいる。 

① 公共交通の利便性の向上により、通勤・通学者が自動車から公共交通への転換することで

期待される CO2 排出量の削減 

② サイクル・アンド・バスライド駐輪場整備により、自家用車利用者の公共交通転換するこ

とで期待される CO2 排出量の削減 

③ 公共交通ネットワーク拡充により、高齢者、子育て世代等が自動車から公共交通への転換、

外出機会の増加により期待される CO2 排出量の削減 

④ バス車両の運行効率改善に伴う CO2 排出量の削減 

⑤ バス交通が整流化することによる CO2 排出量削減 

 

（２）二酸化炭素排出削減効果の評価対象 

① 事業実施により新たに見込まれる利用者の公共交通転換に伴う CO2 排出量の削減 

② バス車両の回送時間、回送距離の短縮に伴う CO2 の排出量の削減、バスの実車回数の増加

が想定される CO2 排出量があるため、これらの差引から得られる CO2 排出量の増減 

③ 渋滞等の解消、削減を進めることにより、走行速度の改善を図り、平均走行速度に基づく、

CO2 の排出量の削減 
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（３）事業実施前の二酸化炭素排出量の推計 

① 事業実施により新たに見込まれる公共交通利用者の現在の CO2 排出量 
・公共交通の利便性向上（辻堂駅遠藤線のＢＲＴ幹線化）およびサイクル・アンド・バスライ

ド駐輪場の整備による公共交通による最寄駅 15 分圏域の人口カバー率の向上を算出し、そ

れによる自家用車から公共交通へ転換する利用者の現在の CO2 排出量を算定する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 幹線のＢＲＴ化、ｻｲｸﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞによる CO2 排出量算定フロー 

 
①湘南大庭地区での公共交通の再編による最寄駅15分圏域の人口カバー率の向上

・藤沢市全体の人口（H22人口推計より） 409,657人 a
・辻堂駅遠藤線の軸の強化による人口カバー数の増加分 1.56% b
・サイクルアンドバスライド駐輪場の整備による人口カバー数の増加 0.13% c
・人口カバー数の増加人数（軸の強化、C&BRの整備） 6,377人 d=a*(b+c)
・湘南大庭地区の公共交通再編に関係するエリアの人口 133,427人 e
・湘南大庭地区での人口カバー率の増加分 4.78% f=d/e

②湘南大庭地区での公共交通の再編による利用者数の増加
・湘南大庭地区での現状のバス利用者数（H18神奈中調査より） 13,850人/日 g
・人口カバー率の向上により増加が見込まれる公共交通利用者数 662人/日 h=g*f
※人口カバー率の向上分、利用者が増加すると仮定
※これらの利用者は、転換前は通勤等で自動車を利用すると仮定

③転換が見込まれる自動車利用者の現在のCO2排出量
・湘南大庭地区での自動車利用者の平均トリップ走行距離（片道） 7.489km i
※H20東京都市圏PT調査より自動車ODとゾーン間距離から整理
・自動車利用者の年間走行距離 1,809千km/年 j=i*h*365
・一般的な小型自動車の燃費 13km/ℓ k
※自動車燃費基準値（国土交通省、環境省の燃費基準達成車ステッカーの基準とも合致）
※車種は「乗用自動車（ガソリン乗用自動車（乗車定員10人以下））」を対象
※区分（車両重量kg）は1266～1515（一般的な乗用車の総重量）を参照
・自動車利用者の年間の使用燃料（ガソリン） 139,185ℓ/年 l=j/k
・小型自動車（ガソリン燃料）の二酸化炭素排出係数 2.32kgCO2/ℓ m
・自動車利用者の年間の二酸化炭素排出量 323tCO2/年 n=l*m

ａ．藤沢市内の人口 

【H22 人口推計】 

ｂ．ＢＲＴ化に伴う駅 15 分圏人口の 
拡大割合【交通ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ】 

ｃ．ｻｲｸﾙｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲﾄﾞによる駅 15 分圏 

人口の拡大割合【交通ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ】 

ｅ．公共交通の再編に関係するエリアの
人口【H22 人口推計】 

ｇ．対象路線の現在のバス利用者数 
【H18 乗降データ-神奈中提供資料】 

ｉ．対象地域の自動車利用者の平均走行
距離【H20 東京都市圏 PT 調査】 

ｋ．一般的な小型車の燃費 
【自動車燃料基準値-国土交通省】 

ｍ．ガソリン車の二酸化炭素排出係数 
【環境省】 

ｄ.駅 15 分圏に新たに取込

まれる人口の算定 

ｈ.自動車からの公共交通

への転換者数の算定 

ｆ.対象となる地区の駅 15

分圏の増加割合の算定 

ＳＴＡＲＴ 

削減が期待される 

年間のＣＯ２排出量 

ｊ.自動車利用時の 

年間走行距離 
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② バス車両の回送時間、回送距離の短縮に伴う CO2 の排出量の削減、バスの実車回数の増加

が想定される CO2 排出量があるため、これらの差引から得られる CO2 排出量の増減 

・湘南ライフタウンバスターミナルの整備による、バス車両の回送時間の短縮、回送時間の短

縮を活用した実車運行本数の増加の実施に際し、まずは現状の運行形態における CO2 排出

量を算出する。 

・以下の排出量算定フローのうち、白抜きの項目は、削減効果を検証するための項目となるた

め、それらを除いたものが、現在の CO2 の排出量となる。 

・なお、本項目は平成 27 年度調査実施時に算定のため、本資料では算定方法のみ記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- バスの運行の効率化に関する CO2 排出量算定フロー 

 

 

ａ．対象路線の現在の実車走

行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ｂ．対象路線の計画実施後の
実車走行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ｄ．対象路線の現在の回送走

行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ｈ．バス車両の燃費 
【自動車燃料基準値-国土交通省】 

ｊ．ディーゼル車の二酸化炭素排出係数
【環境省】 

ｂ．対象路線の計画実施後の
回送走行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ＳＴＡＲＴ 

ｆ.対象となる地区の回送

走行距離の増減を算出 

ｇ.バスの年間走行距離の 

 減少分の算定 

削減が期待される 

年間のＣＯ２排出量 

ｃ.対象となる地区の実車

走行距離の増減を算出 

①実車走行キロ（営業時の走行キロ）の算出
・対象路線の現在の実車走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 a
・対象路線の計画実施後の実車走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 b
・対象となる地区の実車走行距離の増減 km/日 c=a-b

②回送走行キロ（回送時の走行キロ）の算出
・対象路線の現在の回送走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 d
・対象路線の計画実施後の回送走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 e
・対象となる地区の回送走行距離の増減 km/日 f=d-e

③年間走行台キロの変化の算出
・バスの年間走行距離の減少分の算出 km/年 g=c+f

③ピーク時（7時台）における実車と回送を合わせた走行キロおよびCO2排出量
・一般的な路線バスの燃費 km/ℓ h
・実車及び回送の走行距離減少による使用燃料の削減分 ℓ/年 i=g/h
・路線バスの二酸化炭素排出係数 kgCO2/ℓ j
・削減が期待される年間のCO2排出量 tCO2/年 k=i*j
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③ 渋滞等の解消、削減を進めることにより、走行速度の改善を図り、平均走行速度に基づく、

CO2 の排出量 

・辻堂駅北口周辺の混雑緩和策による平日朝および休日日中におけるバスの遅れ時間の解消、

走行速度の改善により二酸化炭素排出量の削減を把握するため、まずは現況の二酸化炭素排

出状況を算出する。 

・なお、本項目は平成 27 年度調査実施時に算定のため、本資料では算定方法のみ記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 走行速度に関する CO2 排出量算定フロー 

 

ａ．対象路線の現在の平日での遅れが発

生している区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】

ｃ.平日・休日で遅れが発生

している区間長を算出 

ｄ．走行速度毎のバスの燃費 

【国土交通省】 

ｇ.排出される現在のＣＯ

２を算出 

ＳＴＡＲＴ 

削減が期待される 

年間のＣＯ２排出量 

ｂ．対象路線の現在の休日での遅れが発

生している区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】

ｈ．対象路線の改善後の平日での遅れが

発生している区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】

ｊ.対象路線の改善後の走

行速度、区間長を算出 

ｋ．走行速度毎のバスの燃費

【国土交通省】 

ｎ.排出される改善後のＣ

Ｏ２を算出 

ｉ．対象路線の改善後の休日での遅れが

発生している区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】

①現状の遅れによる二酸化炭素排出量の算出
・対象路線の平日での現在の混雑区間の区間長 km a
・対象路線の休日での現在の混雑区間の区間長 km b
・平日・休日で遅れが発生している区間長 km c=a+b
・バスの走行速度ごとの二酸化炭素排出係数 g-c/km/日 d
・対象路線の平日での混雑区間での現在の二酸化炭素排出量 g-c/日 e=a*d
・対象路線の休日での混雑区間での現在の二酸化炭素排出量 g-c/日 f=b*d
・現在の二酸化炭素排出量 g-c/日 g=e+f

①改善後の遅れによる二酸化炭素排出量の算出
・対象路線の平日での改善後の混雑区間の区間長 km h
・対象路線の休日での改善後の混雑区間の区間長 km i
・平日・休日で遅れが発生している区間長 km j=h+i
・バスの走行速度ごとの二酸化炭素排出係数 g-c/km/日 k
・対象路線の平日での混雑区間での改善後の二酸化炭素排出量 g-c/日 l=h*k
・対象路線の休日での混雑区間での改善後の二酸化炭素排出量 g-c/日 m=i*k
・改善後の二酸化炭素排出量 g-c/日 n=l+m

③削減が期待される年間の二酸化炭素排出量
・削減が期待される二酸化炭素排出量 g-c/日 o=g-n
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（４）事業実施による二酸化炭素排出削減量の予測及びその手法 

① 事業実施により新たに見込まれる公共交通利用者の現在の CO2 排出量 

・事業実施後、路線バスの利用者数の変化について神奈川中央交通からのデータ提供を受ける

とともに、サイクル・アンド・バスライド駐輪場の利用状況等の把握を行いながら、自動車

から公共交通への転換による二酸化炭素排出量の削減量を算出する。 

・サイクル・アンド・バスライド駐輪場の利用状況調査は、サンプル調査を特定日で数日実施

する。 

・サイクル・アンド・バスライド駐輪場の利用状況調査は、幹線ＢＲＴ整備の効果とサイクル・

アンド・バスライドの効果を配分するために実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 幹線のＢＲＴ化、ｻｲｸﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞによる CO2 削減量算定フロー 

  

 

ａ．対象路線の再編前のバス利用者数 

【H27 乗降データ-神奈中資料】 

ｂ．対象路線の再編後のバス利用者数 

【H30 乗降データ-神奈中資料】 

ｃ．対象地域の自家用車分担率 
【H20 東京都市圏 PT 調査】 

ｆ．対象地域の自動車利用者の平均走行
距離【H20 東京都市圏 PT 調査】 

ｈ．一般的な小型車の燃費 
【自動車燃料基準値-国土交通省】 

ｊ．ガソリン車の二酸化炭素排出係数 
【環境省】 

ｄ．ｻｲｸﾙｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ駐輪場の利用状況
【利用実績調査 藤沢市で実施予定】 

ｅ.自動車からの公共交通

への転換者数の算定 

ＳＴＡＲＴ 

年間のＣＯ２削減量 

ｇ.転換した方の自動車利 

 用時の年間走行距離 

①自動車から公共交通への転換者数の把握
・対象路線の再編前のバス利用者数 人/日 a
・対象路線の再編後のバス利用者数 人/日 b
・対象地域の自家用車分担率 ％ c
・ｻｲｸﾙｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ駐輪場の利用状況 人/日 d
・自動車からの公共交通への転換者数 人/日 e=b-a

②自動車から公共交通へ転換した利用者の二酸化炭素排出削減量の算出
・対象地域の自動車利用者の平均走行距離 km f
・転換した方の自動車利用時の年間走行距離 千km/年 g=e*f
・一般的な小型自動車の燃費 km/ℓ h
・自動車利用者の年間の使用燃料（ガソリン） ℓ/年 i=g*h
・小型自動車（ガソリン燃料）の二酸化炭素排出係数 kgCO2/ℓ j
・自動車利用者の年間の二酸化炭素排出量 tCO2/年 k=i* j
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② バス車両の回送時間、回送距離の短縮、バスの実車回数等を勘案した CO2 排出量の削減 

・事業実施によるバス車両の回送形態の改善、および実車回数の増加について神奈川中央交通

よりデータ提供を受け、事業実施前後の比較により二酸化炭素排出量の削減量を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- バスの運行の効率化に関する CO2 排出量算定フロー 

 

 

 

ａ．対象路線の現在の実車走

行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ｂ．対象路線の計画実施後の

実車走行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ｄ．対象路線の現在の回送走

行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ｈ．バス車両の燃費 
【自動車燃料基準値-国土交通省】 

ｊ．ディーゼル車の二酸化炭素排出係数
【環境省】 

ｂ．対象路線の計画実施後の

回送走行距離【神奈中ﾃﾞｰﾀ】 

ＳＴＡＲＴ 

ｆ.対象となる地区の回送

走行距離の増減を算出 

ｇ.バスの年間走行距離の 

 減少分の算定 

削減が期待される 

年間のＣＯ２排出量 

ｃ.対象となる地区の実車

走行距離の増減を算出 

①実車走行キロ（営業時の走行キロ）の算出
・対象路線の現在の実車走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 a
・対象路線の計画実施後の実車走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 b
・対象となる地区の実車走行距離の増減 km/日 c=a-b

②回送走行キロ（回送時の走行キロ）の算出
・対象路線の現在の回送走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 d
・対象路線の計画実施後の回送走行距離（神奈川中央交通よりデータ提供） km/日 e
・対象となる地区の回送走行距離の増減 km/日 f=d-e

③年間走行台キロの変化の算出
・バスの年間走行距離の減少分の算出 km/年 g=c+f

③ピーク時（7時台）における実車と回送を合わせた走行キロおよびCO2排出量
・一般的な路線バスの燃費 km/ℓ h
・実車及び回送の走行距離減少による使用燃料の削減分 ℓ/年 i=g/h
・路線バスの二酸化炭素排出係数 kgCO2/ℓ j
・削減が期待される年間のCO2排出量 tCO2/年 k=i*j
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③ 渋滞等の解消、削減を進めることにより、走行速度の改善を図り、平均走行速度に基づく、

CO2 の排出量の削減 

・神奈川中央交通よりデータ提供を受け、事業実施後の辻堂駅北口周辺の混雑緩和策による平

日朝および休日日中におけるバスの遅れ時間の解消について把握を行い、事業実施前後の比

較により二酸化炭素排出量の削減量を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 走行速度に関する CO2 排出量算定フロー 

 

 

ａ．対象路線の平日での遅れが発生して

いる区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】 

ｃ.平日・休日で遅れが発生

している区間長を算出 

ｄ．走行速度毎のバスの燃費 

【国土交通省】 

ｇ.排出される現在のＣＯ

２を算出 

ＳＴＡＲＴ 

削減が期待される 

年間のＣＯ２排出量 

ｂ．対象路線の休日での遅れが発生して

いる区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】 

ｈ．対象路線の改善後の平日での遅れが

発生している区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】

ｊ.対象路線の改善後の走

行速度、区間長を算出 

ｋ．走行速度毎のバスの燃費

【国土交通省】 

ｎ.排出される改善後のＣ

Ｏ２を算出 

ｉ．対象路線の改善後の休日での遅れが

発生している区間長【神奈中ﾊﾞｽﾛｹﾃﾞｰﾀ】

①現状の遅れによる二酸化炭素排出量の算出
・対象路線の平日での現在の混雑区間の区間長 km a
・対象路線の休日での現在の混雑区間の区間長 km b
・平日・休日で遅れが発生している区間長 km c=a+b
・バスの走行速度ごとの二酸化炭素排出係数 g-c/km/日 d
・対象路線の平日での混雑区間での現在の二酸化炭素排出量 g-c/日 e=a*d
・対象路線の休日での混雑区間での現在の二酸化炭素排出量 g-c/日 f=b*d
・現在の二酸化炭素排出量 g-c/日 g=e+f

①改善後の遅れによる二酸化炭素排出量の算出
・対象路線の平日での改善後の混雑区間の区間長 km h
・対象路線の休日での改善後の混雑区間の区間長 km i
・平日・休日で遅れが発生している区間長 km j=h+i
・バスの走行速度ごとの二酸化炭素排出係数 g-c/km/日 k
・対象路線の平日での混雑区間での改善後の二酸化炭素排出量 g-c/日 l=h*k
・対象路線の休日での混雑区間での改善後の二酸化炭素排出量 g-c/日 m=i*k
・改善後の二酸化炭素排出量 g-c/日 n=l+m

③削減が期待される年間の二酸化炭素排出量
・削減が期待される二酸化炭素排出量 g-c/日 o=g-n
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（５）事業実施による二酸化炭素排出削減量の目標 

・事業実施による二酸化炭素排出削減量の目標値として、事業実施前後での二酸化炭素排出量

の算出結果をもとに、以下の通り設定する。 

 

① 事業実施により新たに見込まれる公共交通利用者の現在の CO2 排出量 

次の事業を実施した場合の CO2 の削減効果を示した。なお、バスの実質的な耐用年数は、

１２年となることから、耐用年数を考慮した CO2 の削減量についても示す。 

⇒辻堂駅遠藤線の軸の強化 

 ⇒サイクル・アンド・バスライド駐輪場の整備 

自動車からの転換による公共交通利用者数の増加目標 約 660 人/日 

自動車からの転換による二酸化炭素排出量の削減目標 約 320tCO2/年 

自動車からの転換による二酸化炭素排出量の削減目標（耐用年数１２年） 約 3,840tCO2/年 

 

② バス車両の回送時間、回送距離の短縮に伴う CO2 の排出量の削減、バスの実車回数の増加

が想定される CO2 排出量があるため、これらの差引から得られる CO2 排出量の増減 

③ 渋滞等の解消、削減を進めることにより、走行速度の改善を図り、平均走行速度に基づく、

CO2 の排出量 

 ⇒次年度調査予定のため、目標値は設定しない。 
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神奈川中央交通（株） 

・情報提供施設整備 

・バス待合施設兼運行管理施設 

 

・運行計画の策定・運行 

・待合施設の管理 

 

・情報提供施設整備 

 

・運行計画の策定・運行 

・運行変更の利用者への周知 

 

・情報提供施設の整備 

・乗降環境の改善施設整備 

・降車場の運用見直し 

・運用見直しの利用者への周知 

 

・情報提供施設整備 

・停留所上屋再整備(神奈中分) 

・連節バスの購入 

・ＢＲＴ幹線の運行 

・ＢＲＴ幹線運行の利用者周知 

 

 

・支線バスの運行 

・支線バスの利用者周知 

 

・駐輪場看板設置 

・利用者への周知 

藤沢市 

・バスターミナル本体・上屋整備 

・トイレ整備 

・ｻｲｸﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ駐輪場整備 

・計画の地元周知 

・施設の管理 

 

・バス乗降場の改修 

・乗り場移設 

・運行変更の地元周知 

 

 

・バス乗降場の改修 

 

・計画の地元周知 

 

 

・走行環境の整備（バスベイ等） 

・停留所上屋再整備（藤沢市分） 

 

・ＢＲＴ幹線運行の地元周知 

 

 

・走行環境整備 

・支線バスの地元周知 

 

 

・駐輪施設の整備 

・地元周知 

バスターミナルの整備 

（湘南ライフタウン） 
 

 

駅前広場の改修 

（湘南台駅東口） 
 

 

駅前広場の改修 

（辻堂駅北口） 

 

 

ＢＲＴ幹線整備 

ＢＲＴ支線整備 

 

 

 

ｻｲｸﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ 

駐輪場の整備  

４．事業計画の実施体制等 

（１） 事業計画の実施体制 

１）実施主体の役割分担 

 施策の実施に向けた神奈川中央交通株式会社、藤沢市の役割分担は、施策別に次のとおりとす

る。 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

     凡  例 

 

 

 

 

ハード整備に関する内容： 

ソフト施策に関する内容： 
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２）協議会 

 施策の実施にあたり、道路運送法施行規則及び地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に

基づく協議会となる「藤沢市地域公共交通会議」により、議論、手続きを進めるものとする。協

議会の構成員については、以下のとおりとする。 
なお、現在は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく協議会は、「藤沢市交通

アクションプラン策定協議会」にあるが、本年３月で藤沢市交通アクションプランの策定が完了

し、協議会が解散することから、「藤沢市地域公共交通会議」に地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律に基づく協議会を引き継ぐものとする。 
また、当該事業の実施及び事後の効果の計測にあたっては、実施主体となる神奈川中央交通及

び藤沢市から本協議会への報告を行うものとする。 
表 協議会委員構成 

区 分 所属団体、役職等 

市 民 

湘南大庭地区 

善行地区 

御所見地区 

学識経験のある者 東洋大学国際地域学部 教授 

一般乗合旅客自動車運送事業者そ

の他の一般旅客自動車運送事業者

及びその組織する団体 

神奈川中央交通株式会社 運輸計画部長 

江ノ島電鉄株式会社 取締役自動車部長 

社団法人神奈川県タクシー協会相模支部 藤沢地区会長 

一般旅客自動車運送事業者の事業

用自動車の運転者が組織する団体 
神奈川県交通運輸産業労働組合協議会 幹事 

関東運輸局長又はその指名する者 
国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局 
輸送担当 首席運輸企画専門官 

神奈川県警察 
神奈川県藤沢警察署 交通課長 

神奈川県藤沢北警察署 交通課長 

道路管理者 
神奈川県 県土整備局 藤沢土木事務所 道路都市部長 

藤沢市土木部長 

市職員 藤沢市 計画建築部長 

その他会議の運営上必要と認めら

れる者 

神奈川県県土整備局都市部 交通企画課長 

善行地区郷土づくり推進会議 のりあい部会 副部会長 

     

 

活性化再生法の協議会※ 

【藤沢市地域公共交通会議】 

交通網形成計画の進行管理 

※H27.4 月に位置づけ 

事業の実施主体 

【神奈川中央交通】、【藤沢市】

交通網形成計画に位置づけられ

た施策の履行 

計画・実施状況の報告等

提言・提案 

活性化再生法の協議会※ 

【藤沢市交通アクションプラン策定協議会】

交通網形成計画の作成 

※H27.3 月で解散 

計画の提出 

計画の位置づけ 
進行管理計画の設定 

事業計画の提出 


